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第 1章 緒論 
1-1.研究の目的 
 
水産資源の適切な保存・管理を行うための管理制度のひとつとして TAC（Total Allowable 
Catch）制度があり、欧米では主要な管理制度となっている。これは魚種ごとに年間の漁獲可
能量を定め、貴重な水産資源を継続的に利用できるようにするものである。我が国でも 1997
年から 6魚種（マイワシ、マアジ、サバ類、サンマ、スケトウダラ、ズワイガニ）を対象と
して制定され、翌 1998年からはスルメイカも対象種に加えられた。TACの設定だけでは、
オリンピック制度による過剰な設備投資を抑えられないため、TACは漁業者や漁船別に割り
当てることが多い。その代表的手法が IQ（Individual Quota：個別割当）制度および ITQ
（Individual Trasferable Quota：譲渡可能個別割当）制度である。 
黒沼(2005)は、「IQ制度は、TACの一定量あるいは一定割合を個々の漁業者に事前に割り
当てておく漁業管理手法である。漁業者間の漁獲競争における過剰な設備投資を無くすこと
を目的とし、それによって漁業経済の合理性を改善しようとするものである。ITQ制度は、
IQ制度における割当を売買・賃借可能としたもので、市場原理に基づいた漁獲努力量の最適
化を見込める、漁業への参入及び漁業からの撤退が容易になるなどの利点がある。」と述べて
いる。また、その一方で、「IQ制度には、IQの初期配分基準の公平性、生産の寡占・独占な
どの問題がある」ことを指摘している。 
Anderson(1994)は、「IQ制度は、より価値の高い魚を確保することと、価値の低い魚を投
棄することへの動機を与えてしまう可能性」を指摘している。漁獲物の投棄は資源の有効利
用の観点から大きな問題であると言える。 
そこで、本研究は高品質化にともなう投棄の量を削減するための方策を数理的に検討し、
投棄をどの程度緩和することができるか明らかにすることを目的とする。このため、投棄を
考慮した航海当たりの利益の数理モデルを用い、解析を行う。また、投棄を行うことで長く
なっている漁期を制限することで、投棄を減らすことができるかについて検討する。さらに、
魚体選別機を用いた高品質化が行われていたサンマ棒受け網漁業のデータを用いて、試算を
行う。 
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第 2章 方法 
2-1.資料 
 
第 3章で使用したデータについて解説する。 
サンマ棒受け網漁業における 1日当たりの漁獲量、操業日数は平成 21年度漁業経営調査報
告のものを使用した。また、平成 21年度漁業経営調査報告と 2008年漁業センサスのデータ
を使用して、1日当たりの操業費用と投棄にかかる費用を算出した。漁船の魚倉容積は稲村
(1960)のデータを使用した。 
 サンマの価格は 2010年産地水産物流通調査を使用し、漁獲物中の高価格魚（体長 29cm以
上の大型魚）と低価格魚（体長 29cm以下の中小型魚）の比率は平成 22年サンマ太平洋北西
部系群の資源評価のデータを使用した。 
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2-2.Andersonのモデル 
 
本研究の基となった Anderson(1994)のモデルについて解説する。 
 
Andersonは始めに以下のような条件が成り立っている漁場を想定した。 
 
条件 1.高価格魚と低価格魚を選択的に漁獲することはできない。 
条件 2.漁獲物中の高価格魚と低価格魚の構成比率は一定である。 
条件 3.高価格魚と低価格魚の価格は一定である。 
条件 4. 漁業者は利益最大化のために低価格魚を海上投棄できる。 
ただし、高価格魚は投棄しない。 
 
また、以下のようなパラメータを設定した。 
 
  ：単位努力量当たりの漁獲量       トン 日  
 
   ：漁獲物中の高価格魚の割合         
   ：漁獲物中の低価格魚の割合         
 
   ：高価格魚の価格 千円 トン  
   ：低価格魚の価格 千円 トン  
   ：単位漁獲量当たりの平均価格 千円 トン  
 
 E：操業日数 日 航海  
D：低価格魚の投棄量 トン 航海  
   ：低価格魚を一単位投棄するためにかかる費用 千円 トン  
 
     ：操業によって生じる可変費用 千円 航海  
B：漁船の魚倉容積 トン  
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次に、Andersonはこれらのパラメータを用いて、航海当たりの利益 を計算するモデルを
表わしている。利益は、漁獲金額から操業費用と投棄による損失を引いたものである、とい
うシンプルなものである。漁獲金額は単位漁獲量当たりの平均価格  に漁獲量  をかけたも
ので表わされる。そこから、操業にかかった費用    、投棄によって失われた低価格魚の価
値   、さらに、投棄にかかった費用   を引けばよいから 
 
                                                (1) 
 
と表わすことができるとしている。 
また、 
                                           (2) 
 
であり、単位漁獲量当たりの平均価格を表わす。 
ただし、 
                                         (3) 
                                         (4) 
である。  
 
また、これには二つの制約条件があるとしている。その制約条件は以下の通りである。 
 
制約条件①                                   (5) 
水揚げ量    は、魚倉容積 以下でなくてはならない。 
魚倉に入れた魚を全て港に持ち帰ったなら、      である。 
投棄をした、すなわち   なら、      である。 
魚倉容積よりも多く港に持ち帰ることはできない。 
 
制約条件②                                     (6) 
低価格魚の投棄量 は、低価格魚の漁獲量    以下でなくてはならない。 
低価格魚を全て投棄したなら、      である。 
       ならば、      である。 
漁獲以上に投棄することはできない。 
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制約条件①を Dについて解くと 
                                        (7) 
が得られる。 
 
制約条件①と②の交点は 
          
          
             
   
 
   
 
       
 
   
  
  
  
 
 
よって、交点は    
 
   
    
  
  
とわかる。 
 
 
図 1.制約条件①と制約条件② 
（斜線部が制約条件①と制約条件②を満たす範囲である。） 
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2-3.モデルの改良 
 
はじめに、操業費用関数    について 3通りを想定した。 
 
①                                  (8) 
 は 1回の操業にかかる費用を表わす。 
 が増加すると、    は直線的に増加する。 
 
②               は定数                  (9) 
 が増加すると、    は指数関数的に増加する。 
 
③                 は定数                (10) 
 が増加すると、    は始めの内は急激に増加するが、次第に頭打ちになる。 
 
 
図 2.操業費用関数     
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次に、価格について改良を加えた。Andersonのモデルでは、前提条件として価格は不変で
あった。そこで、本研究では低価格魚の投棄が増えるにつれ、高価格魚の価格が下がってい
くよう、以下の関数を用いてモデルを改良した。 
 
                           
 
    
              (11) 
 
これは、選別機を用いて高品質化を行い続けた結果、大型の高価格魚と中小型の低価格魚
の価格差が小さくなってしまった日本のサンマ漁業を意識したものである。 
      は高価格魚の価格の下落速度を表すパラメータである。高価格魚の価格       は
低価格魚の投棄量 が増えるにつれて下がっていく。また、低価格魚の価格  は不変とする。 
 
 
図 3.高価格魚の価格関数 
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 式(2)の  に式(11)を代入することで、高価格魚の価格関数を導入した、航海当たりの利益
のモデルを示すことができる。 
 
                                             
                
 
    
                          
                        
  
  
                  
                    
  
  
                        (12) 
 
 漁獲による収入から、操業による支出と投棄による支出を引くという基本的な形は
Anderson のモデルと同様である。しかし、  
  
  
  という項が増えたことで、投棄による
損失が大きくなりやすくなっていることがわかる。 
 制約条件①と②の下で、線形計画法を用いて式(12)を最大化することで、最大利益を求め
る。 
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2-4.漁期制限を加えた場合 
 
以上のモデルでは、航海当たりの利益の最大化が目的であるから、航海当たりの操業日数
が増えても利益が大きければ最適解ということになる。漁期中の全航海数や、延べ操業日数
に制限がない。しかし、高品質化をしようとすると、しないときよりも多く漁獲する必要が
あるため、一航海当たりの操業日数は長くなる。 
そこで、操業日数を制限すると、漁期当たりの利益は、投棄する場合よりも、投棄しない
場合のほうが大きくなり、投棄が無くなることが期待できる。そこで、操業できる漁期を制
限することで投棄を減らすことができるか、操業費用関数が       の場合を基に検討した。 
 
                                            (13) 
                  
  
  
                     (14) 
とおくと、航海当たりの利益は式(12)より 
 
                                             (15) 
 
と表わすことができる。 
 
漁期を    、航海回数をHとすると、航海当たりの操業日数が Eであるから 
 
                                         (16) 
これより、Hは 
                     
    
 
                 (17) 
と表わすことができる。 
 
よって、漁期当たりの利益は 
                          
                 
    
 
               
                           
 
 
               (18) 
で表わされる。 
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第 3章 結果 
3-1.操業費用関数が直線の場合 
 
操業費用関数            の場合について考える。 
            が成り立つ条件、すなわち操業費用が収入を上回らない条件は 
        
よって                                      (19) 
である。 
 
(1)投棄しない場合が最適解となるとき 
式(19)に加え、 
                    
   
 
                  (20) 
を満たすときは、投棄しない場合が最適解となる。 
 
  
 
 
     が最適解で、最大利益は 
                         
 
 
                    (21) 
 
図 4. 投棄しない場合が最適解となるときの と制約条件  
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(2)投棄する場合が最適解となるとき 
式(19)に加え、 
                
   
 
                    (22) 
を満たすときは、投棄する場合が最適解となる。 
 
   
 
   
    
  
  
 が最適解で、最大利益は 
             
 
  
             
  
  
  
  
  
        
  
   
 
          
 
  
                         
 
 
  
                  
 
  
      
 
 
                   (23) 
 
 
図 5. 投棄する場合が最適解となるときの と制約条件 
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投棄によって増加する利益を、 式(23)から、式(21)を引くことにより求めることができる。 
         
 
  
      
 
 
                  
 
 
  
            
     
  
 
  
   
             
  
 
 
               
  
 
   
 
  
     
     
  
       
                 
  
  
 
 
 
        
                 
  
  
 
 
 
                          (24) 
投棄によって増加する利益は、漁船の魚倉容積 Bに比例して増加することがわかる。 
 
            
  
  
 
 
 
         のとき投棄は起こらないから 
            
  
  
 
 
 
          
                       
 
  
 
 
 
     
 
  
            (25) 
 
また、式(20)より 
  
   
 
 
  
              
 
  
  
      
 
  
  
  
                        
 
  
  
                 
 
 
 
               
 
 
  
  
  
      
           
 
 
  
  
  
      
                     
 
  
 
 
 
     
 
  
             (25) 
式(20)からも式(25)を導きだすことができる。 
よって、この条件は正しいことがわかる。 
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(3)常に最適解となるとき 
式(19)に加え、 
                  
   
 
                   (26) 
を満たすときは、投棄する場合と投棄しない場合の利益が等しい。 
 
投棄しない場合、  
 
 
     が最適解で、利益は 
                      
 
 
                     (21) 
 
投棄する場合、   
 
   
    
  
  
が最適解で、利益は 
                   
 
  
      
 
 
                   (23) 
 
 
図 6.常に最適解となるときの と制約条件 
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3-2.漁期制限を加えた場合 
 
                      
 
 
                    (18) 
式(18)を最大にするには、         は定数であるから、  
 
 
が最小になる場合について考え
れば良い。 
よって、最適解は、       
 
 
であり、 
最大利益は                      
 
ゆえに、漁期制限がある場合、投棄しないほうが利益は大きい。 
  
15 
 
3-3.操業費用関数が曲線の場合 
 
操業費用関数が曲線の場合について考える。 
ここで、 
                         
  
  
                       (27) 
とおく。ただし、 は定数とする。すると、式(21)は式(13)、式(14)より 
 
                  
                     +Z 
                
 
 
   
 
 
  
 
 
                  (28) 
と表わすことができる。これを微分すると 
            
  
  
  
 
 
       
 
 
                   (29) 
となる。 
 
この曲線の頂点（＝接線の傾きが 0になる点）は 
 
 
 
       
 
 
   
             
     
 
  
 
      
 
     
 
  
 
 
   
 
   
 
  
 
 
   
 
である。 
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また、操業費用②及び③が成り立つ条件、すなわち操業費用が収入を上回らない条件は 
         
             
   であるから、           である。 
          
     
 
 
 
                       
 
 
 
 
   
              (30) 
また、曲線の頂点は 
                    
 
  
 
 
   
 
                    
 
 
 
 
 
 
 
   
 
                    
 
 
 
 
     
 
 
 
 
   
 
 
 
 
 
 
     であるから 
                  
 
 
 
 
     
 
 
 
 
     
 
 
 
 
   
           (31) 
 
よって、曲線の頂点は範囲内にあることがわかる。 
  
17 
 
【1】   の場合 
 
(1) 限界まで努力しない場合が最適解となるとき 
式(30)に加え、 
                  
 
 
 
 
    
 
 
                (32) 
を満たすときは、投棄する場合が最適解となる。 
 
   
 
  
 
 
        が最適解で、最大利益は 
            
 
  
 
 
   
                
 
  
 
 
                (33) 
 
 
図 7. 限界まで努力しない場合が最適解となるときの と制約条件 
  
18 
 
(2) 限界まで努力する場合が最適解となるとき 
式(30)に加え、 
                  
 
 
  
 
 
 
 
   
                (34) 
を満たすときは、投棄しない場合が最適解となる。 
 
  
 
 
    が最適解で、最大利益は 
                          
 
 
 
 
                    (35) 
 
 
図 8. 限界まで努力する場合が最適解となるときの と制約条件 
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【2】     のとき 
 
(1) 投棄しない場合が最適解となるとき 
式(30)に加え、 
                  
 
 
 
 
    
 
 
                  (36) 
  
 
 
    が最適解で、最大利益は 
                          
 
 
 
 
                    (37) 
 
 
図 9. 投棄しない場合が最適解となるときの と制約条件 
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(2) 投棄する場合が最適解となるとき 
式(30)に加え、    
 
   
   
  
  
のとき、を満たすときは、投棄する場合が最適解となる。 
制約条件①と②を満たすには、  
 
   
において、Dは 
  
  
より大きくなければならない。 
 
 
 
 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
   
   
  
  
 
 
 
   
   
 
 
 
 
   
 
   
 
 
 
   
  
  
 
             
 
 
  
 
 
 
 
   
 
   
 
 
 
                  (38) 
 
 
  であるから、 
           
 
 
 
 
   
 
   
 
 
 
                   (39) 
である。 
 
また、  
 
   
とおく。 
 
 
     
 
 
     
         
    
 
 
 
         
 
   
   
               
 
 
         
 
    
 
 
            (40) 
ここで 
                         
  
  
        
                            
                  
   であるから、               である。 
                
                
                    
  
  
              (41) 
また、 
                  
  
  
                (42) 
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式(40)、(41)、(42)が成り立つとき、 
  
 
   
    
  
  
が最適解で、最大利益は 
                     
  
  
     
 
   
 
 
               (43) 
 
 
図 10. 投棄する場合が最適解となるときの と制約条件 
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図 11.Dの条件 
 図 11.において曲線で表わされているのが      である。 が大きくなるにつれて   
 
   
 
は小さくなることがわかる。制約条件①と②を満たすには、   
 
   
において、Dは 
  
  
よ
り大きくなければならない。 
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3-4.サンマ漁業での数値例 
 
平成 22年サンマ太平洋北西部系群の資源評価によると、「日本のサンマ漁業の主力は農林
水産大臣許可の 10トン以上の漁船である。大臣許可のサンマ漁船は主として 20トン未満の
小型漁船と 100トン以上の大型漁船に分かれている。」としている。また、「サンマの生産に
当たっては、1997年ころまで漁業生産調整組合法に基づき水揚げ量が管理されていた。また、
1998年ころからカタクチイワシ分離機による中小型魚の選別が行われたこともあるが、2006
年には分離機は全面的に禁止された。」という。 
 平成 21年度漁業経営調査報告を見てみると、分離機が導入され始めた 1998年には不漁も
重なって価格は前年の 2倍以上になっている。その後数年は高い水準で推移したものの、分
離機の使用が禁止された 2006年には、1998年以前と同水準にまで落ち込んでいる。 
 
表 1.サンマの水揚量と価格 
年 水揚量（トン） 価格（円/kg） 
1992 259,718  61 
1993 275,604  61 
1994 253,890  58 
1995 272,731  71 
1996 231,466  110 
1997 283,347  95 
1998 139,755  211 
1999 135,889  194 
2000 211,826  157 
2001 268,169  105 
2002 203,665  158 
2003 258,626  67 
2004 205,260  110 
2005 226,876  66 
2006 238,176  70 
2007 257,871  73 
2008 307,024  65 
2009 270,853  67 
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図 12.サンマの水揚量と価格の変遷 
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 以上のことを踏まえた上で、総トン数 100トンのある漁船がサンマ漁業を行うとする。こ
の漁船は魚倉が満杯になるまで操業し、満杯になった時点で港に戻るものとする。その時の
利益を試算した。 
 
表 2.パラメータの基準値 
パラメータ 基準となる数値 単位 
  30 トン  日 
   0.3  
   0.7  
   100 千円  トン 
   50 千円  トン 
   3 千円  トン 
  50 トン 
  650 千円 日 
  1  
     100 日 
 
 
 ：平成 21年度漁業経営調査報告、稲村(1960)を参考にした。総トン数 100トン級の漁船の
年間の漁獲量平均が 2,816トン、平均操業日数が 100日であることから、1日当たりの漁獲
量の標準を 30トンと仮定した。 
 
  ・  ：平成 22年サンマ太平洋北西部系群の資源評価によると、「サンマの寿命は約 2年で、
漁獲物は大型（体長 29cm以上）の 1歳魚と中小型（29cm未満）の 0歳魚に大別できる。
2005年以前は魚体選別機によるハイグレーディングが行われ、0歳魚が投棄されていたため、
漁獲物の大半が1歳魚であった。2006年以降、魚体選別機の使用が全面的に禁止されたため、
0歳魚の割合が増加し、2009年には全体の約 7割を占めている。」という。そこで、      、
      を標準と仮定した。 
 
  ・  ：2010年産地水産物流通調査を参考に、      、     と仮定した。このときの
平均価格           は 65千円  トンである。 
 
  ：平成 21年度漁業経営調査報告を参考に、    と仮定した。 
 
 ：稲村(1960)の中で、典型的な棒受網漁船の詳細なデータが紹介されている。その内のひと
つの総トン数99.81トンの棒受網漁船に注目してみる。空荷時の排水トン数が 105.39トンで、
満載時の排水トン数が 157.68トンである。そこで、総トン数 100トンの漁船の魚倉の大きさ
を 50トンと仮定した。 
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 ：1 日の操業にかかる費用を表す。平成 21 年度漁業経営調査報告を見ると、年間の労務費
43,869 千円、油費 23,378 千円とある。これらを足して、1 日あたりの操業費用を 650 千円
と仮定した。 
 
 ：平成 21 年度漁業経営調査報告を参考に、   と仮定し、   の場合との比較を行っ
た。 
 
    ：漁期の長さで、この日数を超えて操業することはできない。平成 21 年度漁業経営調
査報告を参考に、        と仮定した。 
 
 
このとき、       が最適解で、最大利益は 2,167千円 航海である。この値を基準となる
利益とする。 
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(1)   のとき 
卓越年級群の発生を想定し、漁獲物中の高価格魚の割合    が変化した場合に、航海当た
りの利益と投棄量がどのように変化するかグラフで示した。1日当たりの漁獲量   が 30ト
ンの場合と 50トンの場合について試算した。 
 
図 13. 漁獲物中の高価格魚の割合が変化した場合の航海当たりの利益と投棄量       
 
 図 14. 漁獲物中の高価格魚の割合が変化した場合の航海当たりの利益と投棄量       
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表 3. 漁獲物中の高価格魚の割合が変化した場合の航海当たりの利益と投棄量       
高価格魚の割合 最適利益 
（千円/航海） 
投棄量 
（トン/航海） 
投棄による利益 
（千円/航海） 
0.1 1,667 0 0 
0.2 1,917 0 0 
0.3 2,167 0 0 
0.4 2,417 0 0 
0.5 2,683 50 17 
0.6 3,094 33 178 
0.7 3,388 21 221 
0.8 3,608 13 192 
0.9 3,780 6 113 
 
 
表 4. 漁獲物中の高価格魚の割合が変化した場合の航海当たりの利益と投棄量       
高価格魚の割合 
 
最適利益 
（千円/航海） 
投棄量 
（トン/航海） 
投棄による利益 
（千円/航海） 
0.1 2,100 0 0 
0.2 2,350 0 0 
0.3 2,600 0 0 
0.4 3,150 75 300 
0.5 3,550 50 450 
0.6 3,817 33 467 
0.7 4,007 21 407 
0.8 4,150 13 300 
0.9 4,261 6 161 
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1日当たりの漁獲量   が変化した場合に、航海当たりの利益と投棄量がどのように変化す
るかグラフで示した。漁獲物中の高価格魚の割合    が 0.3の場合と 0.6の場合について試
算した。 
 
 
図 15. 1日当たりの漁獲量が変化した場合の航海当たりの利益と投棄量         
 
図 16. 1日当たりの漁獲量が変化した場合の航海当たりの利益と投棄量         
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表 5. 1日当たりの漁獲量が変化した場合の航海当たりの利益と投棄量         
1日当たりの漁獲量 
（トン） 
最適利益 
（千円/航海） 
投棄量 
（トン/航海） 
投棄による利益 
（千円/航海） 
10 0 0 0 
15 1,083 0 0 
20 1,625 0 0 
25 1,950 0 0 
30 2,167 0 0 
35 2,321 0 0 
40 2,438 0 0 
45 2,528 0 0 
50 2,600 0 0 
 
 
表 6. 1日当たりの漁獲量が変化した場合の航海当たりの利益と投棄量         
1日当たりの漁獲量 
（トン） 
最適利益 
（千円/航海） 
投棄量 
（トン/航海） 
投棄による利益 
（千円/航海） 
10 750 0 0 
15 1,833 0 0 
20 2,375 0 0 
25 2,733 33 33 
30 3,094 33 178 
35 3,352 33 281 
40 3,546 33 358 
45 3,696 33 419 
50 3,817 33 467 
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(2)   のとき 
卓越年級群の発生を想定し、漁獲物中の高価格魚の割合    が変化した場合に、航海当た
りの利益と投棄量がどのように変化するかグラフで示した。1日当たりの漁獲量   が 30ト
ンの場合と 50トンの場合について試算した。 
 
図 17. 漁獲物中の高価格魚の割合が変化した場合の航海当たりの利益と投棄量       
 
図 18. 漁獲物中の高価格魚の割合が変化した場合の航海当たりの利益と投棄量       
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表 7. 漁獲物中の高価格魚の割合が変化した場合の航海当たりの利益と投棄量       
高価格魚の割合 最適利益 
（千円/航海） 
投棄量 
（トン/航海） 
投棄による利益 
（千円/航海） 
0.1 1,667 0 0 
0.2 1,917 0 0 
0.3 2,167 0 0 
0.4 2,417 0 0 
0.5 2,667 0 0 
0.6 3,044 33 128 
0.7 3,338 21 171 
0.8 3,558 13 142 
0.9 3,730 6 63 
 
 
表 8. 漁獲物中の高価格魚の割合が変化した場合の航海当たりの利益と投棄量       
高価格魚の割合 最適利益 
（千円/航海） 
投棄量 
（トン/航海） 
投棄による利益 
（千円/航海） 
0.1 2,100 0 0 
0.2 2,350 0 0 
0.3 2,600 0 0 
0.4 3,100 75 250 
0.5 3,500 50 400 
0.6 3,767 33 417 
0.7 3,957 21 357 
0.8 4,100 13 250 
0.9 4,211 6 111 
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1日当たりの漁獲量   が変化した場合に、航海当たりの利益と投棄量がどのように変化す
るかグラフで示した。漁獲物中の高価格魚の割合    が 0.3の場合と 0.6の場合について試
算した。 
 
 
図 19. 1日当たりの漁獲量が変化した場合の航海当たりの利益と投棄量         
 
図 20. 1日当たりの漁獲量が変化した場合の航海当たりの利益と投棄量         
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表 9. 1日当たりの漁獲量が変化した場合の航海当たりの利益と投棄量         
1日当たりの漁獲量 
（トン） 
最適利益 
（千円/航海） 
投棄量 
（トン/航海） 
投棄による利益 
（千円/航海） 
10 0 0 0 
15 1,083 0 0 
20 1,625 0 0 
25 1,950 0 0 
30 2,167 0 0 
35 2,321 0 0 
40 2,438 0 0 
45 2,528 0 0 
50 2,600 0 0 
 
 
表 10. 1日当たりの漁獲量が変化した場合の航海当たりの利益と投棄量         
1日当たりの漁獲量 最適利益 
（千円/航海） 
投棄量 
（トン/航海） 
投棄による利益 
（千円/航海） 
10 750 0 0 
15 1,833 0 0 
20 2,375 0 0 
25 2,700 0 0 
30 3,044 33 128 
35 3,302 33 231 
40 3,496 33 308 
45 3,646 33 369 
50 3,767 33 417 
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(3)漁期制限を加えた場合 
漁期制限を加えた場合の漁期当たりの売上高と投棄量の関係を示す。 
 
図 21.漁獲物中の高価格魚の割合が変化した場合 
 
 
図 22.1日当たりの漁獲量が変化した場合 
  
0 
10 
20 
30 
40 
50 
60 
70 
80 
90 
100 
0  
50,000  
100,000  
150,000  
200,000  
250,000  
300,000  
0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 
投棄量 
（トン/漁期） 
売上高 
（千円/漁期） 
高価格魚の割合 
最適利潤 
基準となる利益 
0 
10 
20 
30 
40 
50 
60 
70 
80 
90 
100 
0  
50,000  
100,000  
150,000  
200,000  
250,000  
300,000  
10 15 20 25 30 35 40 45 50 
投棄量 
（トン/漁期） 
売上高 
（千円/漁期） 
漁獲量（トン/日） 
最適利潤 
基準となる利益 
36 
 
表 11. 漁獲物中の高価格魚の割合が変化した場合 
高価格魚の割合 最適利益 
（千円/漁期） 
投棄量 
（トン/漁期） 
投棄による利益 
（千円/漁期） 
0.1 100,000 0 0 
0.2 115,000 0 0 
0.3 130,000 0 0 
0.4 145,000 0 0 
0.5 160,000 0 0 
0.6 175,000 0 0 
0.7 190,000 0 0 
0.8 205,000 0 0 
0.9 220,000 0 0 
 
 
表 12.1日当たりの漁獲量が変化した場合 
1日当たりの漁獲量 最適利益 
（千円/漁期） 
投棄量 
（トン/漁期） 
投棄による利益 
（千円/漁期） 
10 0 0 0 
15 32,500 0 0 
20 65,000 0 0 
25 97,500 0 0 
30 130,000 0 0 
35 162,500 0 0 
40 195,000 0 0 
45 227,500 0 0 
50 260,000 0 0 
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第 4章 考察 
4-1.結論 
 
 漁獲物中の高価格魚の割合が高い場合、1日当たりの漁獲量が多い場合、 が大きい場合、
高品質化にともなう投棄は起こりやすい。しかし、利益の増加量は今回の試算では、最大で
も一割ほどに過ぎなかった。 
漁期が制限されている場合、航海当たりで見れば高品質化したほうが利益が大きくても、
高品質化しないほうが利益は大きくなる。これは高品質化をしようとすると、航海当たりの
操業日数が大きくなってしまい、漁期当たりの航海回数が減ってしまうからである。高品質
化をすることで、航海当たりの操業日数が 2倍、3倍と増えても、航海当たりの利益は 1割
ほどしか増えないため、漁期が制限されている場合、高品質化は漁期当たりの利益を大きく
減らすことになる。 
よって、漁期を制限することで投棄量を削減できる可能性がある。 
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4-2.今後の課題 
 
今後の課題として、非線形の費用関数を用いた場合の漁期制限の効果を検証することが挙
げられる。本研究のサンマ漁業のデータを用いた試算では、            として行った
が、             の場合は努力量の増加にともなって、操業費用が指数関数的に増大す
るため高品質化が起こりにくくなると考えられる。               の場合、はじめの
内は努力量が増加にともない、操業費用も急激に増加するため、高品質化は起こりにくくな
ることが予想される。しかし、努力量が大きいほど、一単位努力量を追加したときの操業費
用の増加が小さくなるので、ある水準を超えると逆に高品質化が起こりやすくなる可能性が
ある。 
他にも大型漁船の場合の漁期制限の効果を検証することが挙げられる。総トン数 100 トン
の漁船をモデルとしたが、より大きな漁船の場合、CPUE が大きくなるため高品質化が起こ
りやすくなる可能性と、操業費用が高くなるため高品質化が起こりにくくなる可能性が考え
られる。 
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